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NOTES: 
 
 ClassNK テクニカル・インフォメーションは、あくまで最新情報の提供のみを目的として発行しています。 
 ClassNK 及びその役員、職員、代理もしくは委託事業者のいずれも、掲載情報の正確性及びその情報の利用あるいは依存により

発生する、いかなる損失及び費用についても責任は負いかねます。 
 バックナンバーは ClassNK インターネット・ホームページ(URL: www.classnk.or.jp)においてご覧いただけます。 

標題 

MARPOL 条約附属書 VI の改正に伴い要求される

EEDI 及び SEEMP に関する検査及び証書について 

 

テクニカル 
インフォメーション 

    
  No. TEC-0929 
  発行日 2012 年 10 月 31 日

各位 

2011 年 7 月に開催された IMO 第 62 回海洋環境保護委員会(MEPC 62)において船舶のエネルギ

ー効率に関する規則を取り入れた MARPOL 条約附属書 VI の改正（以下、「改正 ANNEX VI」）が

採択され、2013 年 1 月 1 日に発効いたします。（IMO 決議 MEPC.203(62)） 
本改正の概要については、ClassNK テクニカル･インフォメーション No.TEC-0863、TEC-0872 にて既

にお知らせしておりますが、本テクニカル･インフォメーションでは、改正 ANNEX VI により要求される

エネルギー効率設計指標(EEDI: Energy Efficiency Design Index)及び船舶エネルギー効率管理計

画(SEEMP: Ship Energy Efficiency Management Plan)に関する検査、並びに証書の発行手順の具

体的内容についてお知らせいたします。 
 
1. 用語 

本テクニカル・インフォメーションにおいて使用される用語は、以下によります。 
(1) 「新船」とは、次の船舶をいいます。 

(i) 2013 年 1 月 1 日以降に建造契約が結ばれる船舶、又は 
(ii) 建造契約がない場合、2013 年 7 月 1 日以降に起工又は同様の建造段階にある船舶、

又は 
(iii) 2015 年 7 月 1 日以降に引渡しが行われる船舶 

(2) 「現存船」とは、新船以外の船舶をいいます。 
(3) 「主要な改造」とは、次のいずれかをいいます。 

(i) 船舶の寸法、積載容量、機関出力の実質的な変更 
(ii) 船舶の種類の変更 
(iii) 実質的に船舶の寿命を延ばすと船籍国政府により判断された変更 
(iv) 現存船に対して行う改造であって、新船とみなされるような大幅な変更 
(v) 船舶のエネルギー効率の実質的な変更であって、EEDI 規制値を超える可能性のある

いかなる変更も含む 
(4) 「EEDI (Attained EEDI)」とは、エネルギー効率に関する性能を示す船舶固有の値をいいま

す。 
(5) 「EEDI 規制値(Required EEDI)」とは、船種及び船舶の大きさにより定められる EEDI の最

大許容値をいいます。 
(6) 「リファレンスライン」とは、IMO によって過去 10 年間（1999-2008）のデータを用いて船種毎

に計算された EEDI の平均線で、載貨重量(Deadweight)の指数関数で表されます。 
(7) 「EEDI テクニカルファイル」とは、EEDI の計算条件に関する基本的な情報が記載された文

書をいいます。EEDI が適用される船舶にあっては、国際エネルギー効率証書（IEE 証書）

と共に船上に保管することが要求されます。 

（次頁に続く） 
 



Vo
id

ClassNK テクニカル・インフォメーション No. TEC-0929 

2 

(8) 「追加資料」とは、EEDI の計算条件に関する補足的な情報を提供するために、EEDI 認証

において提出が必要となる資料をいいます。 
(9) 「インダストリーガイドライン」とは、IMO の EEDI 関連ガイドラインについて、実務的な面から

補足的指針を与えるために、IACS と業界（船主、造船所、研究機関等）の合同作業部会

(JWG/EEDI)によって作成されたガイドラインをいいます。 
(10) 「EEDI コンディション」とは、EEDI 計算における Capacity を決定する船舶の積載状態をい

い、最大夏期満載喫水における積載状態をいいます。ただし、コンテナ船は載貨重量の

70%に対応する積載状態をいいます。 
 
2. 適用 

改正 ANNEX VI は、国際航海に従事する総トン数 400 トン以上の船舶に適用されます。ただし、

以下に該当する船舶については下記(1)及び(2)の EEDI に関する要件は適用されません。 
- 電気推進船、タービン推進船及びハイブリッド推進船 
- 船籍国政府により適合免除が認められた船舶 
(1) Attained EEDI 

新船のうち、改正 ANNEX VI 第 2 規則に定義される「ばら積貨物船」、「ガス運搬船」、「タ

ンカー」、「コンテナ船」、「一般貨物船」、「冷凍運搬船」、「兼用船」、「旅客船」、「Ro-Ro 貨

物船（自動車運搬船）」、「Ro-Ro 貨物船」及び「Ro-Ro 旅客船」のいずれかに該当する船舶

にあっては、IMO 決議 MEPC.212(63) "2012 GUIDELINES ON THE METHOD OF 
CALCULATION OF THE ATTAINED ENERGY EFFICIENCY DESIGN INDEX (EEDI) 
FOR NEW SHIPS"に従って EEDI を計算することが要求されます。各船種の定義について

は、添付 1 をご参照ください。 
(2) Required EEDI 

前(1)の船舶のうち、「ばら積貨物船」、「ガス運搬船」、「タンカー」、「コンテナ船」、「一般貨

物船」、「冷凍運搬船」及び「兼用船」にあっては、それぞれ一定サイズ以上の船舶に対し、

EEDI 規制値を満足することが要求されます。EEDI 規制値は、リファレンスラインからの削

減率を用いて、建造契約日（又は起工日）と完工日に応じて段階的に厳しい値となることが

決定しています(Phase 0～Phase 3)。EEDI 規制値への適合が要求される船種毎のリファレ

ンスラインの数式及び船舶のサイズに応じて適用される削減率については添付 2 をご参照

ください。また、建造契約日（又は起工日）及び完工日と適用される Phase の関係について

は添付 3 をご参照ください。 
(3) SEEMP 

国際航海に従事する総トン数 400 トン以上の全ての船舶（新船及び現存船）にあっては、

2013 年 1 月 1 日以降、下記 4.に示す初回検査の完了日までに SEEMP を船上に所持する

ことが要求されます。ただし、プラットフォーム（FPSO や FSU を含む）及び掘削リグについて

は、推進装置の有無に関わらず、SEEMP の船上所持は要求されません。 
 

3. 国際エネルギー効率証書（以下、IEE 証書）の発行 
初回検査完了後、国際航海に従事する総トン数 400 トン以上の全ての船舶は、IEE 証書

（ANNEX VI 未批准国の場合は適合証書又は鑑定書）の発行を受ける必要があります。IEE 証

書は、書換え又は再発行される場合を除いて、船舶の一生を通じて有効であるため有効期限

は存在しません。 
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4. IEE 証書に関する検査 
(1) 一般 

IEE 証書については、原則として初回検査のみが実施され、その後の定期的検査は要求さ

れません。ただし、次のいずれかに該当する主要な改造が行われる船舶にあっては、EEDI
の認証を行うための臨時検査を実施し、証書の書換えを行う必要があります。 
(i) 新船について就航後に前 1.(3)にいう主要な改造が行われた場合 
(ii) 新たに建造される船舶とみなされるような、大幅な改造が行われた場合（船籍国政府

の判断による） 
(2) 初回検査の時期 

(i) 新船：建造時 
(ii) 現存船：2013 年 1 月 1 日以降に予定されている最初の国際大気汚染防止証書（IAPP

証書）の中間検査又は更新検査の時期 
 

5. EEDI に関する検査内容 
IMO 決議 MEPC.214(63) "2012 GUIDELINES ON SURVEY AND CERTIFICATION OF THE 
ENERGY EFFICIENCY DESIGN INDEX (EEDI)"及びインダストリーガイドラインに従って、

EEDI の認証を行います。EEDI 認証は、設計段階における予備認証と海上試運転段階におけ

る最終認証の二段階を経て実施されます。添付 4 に造船所（認証用資料提出者）、弊会支部/
事務所及び弊会本部における EEDI 認証の流れを示しておりますのでご参照ください。 
(1) 予備認証の手順 

(i) 水槽試験方案の確認* 
(ii) 水槽試験立会* 

水槽試験機関を管轄する弊会支部/事務所検査員が水槽試験に立会し、主に次の事

項について確認します。 
(a) 水槽試験機関の品質管理 
(b) 模型船の寸法及び工作精度 
(c) 模型プロペラの寸法及び工作精度 
(d) 計測機器の校正記録 
(e) 抵抗試験及び自航試験における喫水 
(f) 抵抗試験、自航試験及びプロペラ単独性能試験における計測項目 

(iii) 書類審査（提出書類につきましては、下記 6.を参照ください。） 
弊会 EEDI 室において、提出された EEDI テクニカルファイル及び追加資料に基づき、

水槽試験等から得られたパワーカーブ（船速と主機出力の関係）と船舶要目を用いて

算出された EEDI を確認します。 
(iv) 予備認証レポートの発行 

設計段階における EEDI の確認完了後、予備認証レポートを発行します。 
 
* 次のいずれかに該当する場合、水槽試験を省略することができます。 
(a) 同型船等において過去に実施された水槽試験の結果が利用できる場合 
(b) EEDI 規制値が適用されない船舶の場合 
(c) 海上試運転において、EEDI コンディションで速力試験を実施する場合 
(d) その他、提出された技術的根拠に基づき省略して差し支えないと判断される場合 
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（備考）入級申込み前の建造計画段階（建造契約前や船級決定前等）において模型船の

水槽試験を実施する場合には、条約検査としてではなく、鑑定として EEDI の予備

認証を実施いたします。ご希望の際には、下記 9.(2)に従って弊会 EEDI 室までお

申込みください。 
  

(2) 最終認証の手順 
(i) 海上試運転方案の確認 
(ii) 海上試運転立会 

弊会支部/事務所検査員が海上試運転に立会し、主に次の事項について確認しま

す。 
(a) 推進及び給電システム 

EEDI テクニカルファイルに記載された本船の機器構成 
(b) 速力試験条件 

試験海域の気象、海象、海水密度、喫水（船首尾）及び排水量 
(c) 速力試験における船速及び主機出力 

(iii) EEDI の確認 
海上速力試験結果及び船速補正（補正を行う場合）に基づいて作成されたパワーカ

ーブを用いて、EEDI の計算に必要な速力 Vref（通常、EEDI コンディションにおける

75%MCR での船速の値）を確認します。また、当該速力 Vref と船舶要目から算定され

た EEDI の最終値を確認します。 
(iv) EEDI テクニカルファイルの承認 

弊会支部/事務所において、海上試運転後に提出された EEDI テクニカルファイルの

修正内容を確認の上、承認します。 
 

6. EEDI 認証における提出書類 
(1) 提出書類 

最低必要部数及び提出先は以下のとおりです。 
(i) 予備認証 

(a) 水槽試験方案   （3 部、EEDI 室） 
(b) EEDI テクニカルファイル  （3 部、EEDI 室） 
(c) 追加資料   （1 部、EEDI 室） 

(ii) 最終認証 
(a) 海上試運転方案   （2 部、支部/事務所） 
(b) 海上速力試験結果報告書  （1 部、支部/事務所） 
(c) 修正 EEDI テクニカルファイル （4 部、支部/事務所） 

(iii) EEDI 認証において確認が必要なその他の資料 
(a) NOx テクニカルファイル（主機/補機燃費確認のため） 
(b) 重査試験結果報告書（載貨重量確認のため） 

 
(2) EEDI テクニカルファイルに含めるべき内容 

(i) 載貨重量/総トン数、主機/補機出力、推定船速、主機/補機燃費等の基礎データ 
(ii) EEDI の計算条件及び海上速力試験条件における推定パワーカーブ 
(iii) 推進システム及び給電システムの主要目及び機器構成の概要（模式図等） 

（次頁に続く） 
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(iv) パワーカーブの推定手順（プロセス図等） 
(v) 省エネ機器の概要 
(vi) EEDI の計算値 
(vii) （計算した場合）実海域における EEDI(EEDIweather)及び速力低下係数(fw) 
 

(3) 追加資料として必要な資料 
(i) 水槽試験機関の概要 
(ii) 模型船及び実船の線図 
(iii) 軽荷重量及び排水量テーブル 
(iv) 水槽試験結果の詳細な報告書 
(v) パワーカーブの推定を含む船速計算の詳細な報告書 
(vi) 水槽試験を省略する場合、省略できることを示す技術的根拠 
(vii) その他弊会が必要と認める資料 
 

- 追加情報につきましては、提出者の秘匿情報が含まれていることが想定されるため、ご要

望に応じて認証後提出者へ返却いたします。また、必要に応じて提出者との間で機密保

持契約を交わします。 
 
7. SEEMP に関する検査内容 

SEEMP は、条約上、主管庁又は船級による承認は要求されませんので、初回検査時には船上

に SEEMP が備えられていることを確認します。 
(1) 検査確認項目 

(i) 本船上に SEEMP が備えられていること 
(ii) SEEMP は職員が使用する言語又は乗組員が理解できる言語で作成されていること 
(iii) IMO 決議 MEPC.213(63) "2012 GUIDELINES FOR THE DEVELOPMENT OF A 

SHIP ENERGY EFFICIENCY MANAGEMENT PLAN (SEEMP)"に従って作成され、

少なくとも以下の項目が含まれていること 
(a) エネルギー効率改善のための具体的な措置（例えば、ウェザールーティング、減

速運転など。代表的な手法が上記の IMO 決議に示されています。） 
(b) エネルギー効率のモニタリングの方法（例えば、エネルギー効率運航指標(EEOI)、

燃料消費量など。） 
(c) エネルギー効率改善に関する目標 
(d) エネルギー効率改善に関する取組についての評価手順 

 
日本籍船舶の SEEMP につきましては、国土交通大臣又は国土交通大臣により登録を受

けた船級協会による承認が要求されますので、検査では、承認された SEEMP が本船上に

備えられていることを確認します。日本籍船舶の SEEMP に関する特別要件に関しましては、

別途 ClassNK テクニカル・インフォメーション No.TEC-0930 にてお知らせしておりますので、

併せてご参照ください。 
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8. 初回検査の申込み 
(1) 新船 

「製造中船級登録検査等申込書」（様式 1A(J)-1 (2013.1 改正)）の検査及び証書発行申込

みの「エネルギー効率」の検査及び証書発行申込み欄に X 印を記入の上、お申込みくださ

い。 
(2) 現存船 

「船級及び設備の維持検査並びに証書申込書」（様式 2A(J) (2013.1 改正)）の 1.(3)条約検

査申込みのエネルギー効率(EE)の「初回検査」の欄及び 2.の「エネルギー効率証書(EE)」
の発行欄に X 印を記入の上、弊会の支部又は事務所にお申込みください。 
 

9. 鑑定の申込み 
(1) MARPOL ANNEX VI の未批准国で、弊会に代行権限を付与していない船籍国の船舶に

対し、ボランタリーベースで鑑定書「STATEMENT OF CONPLIANCE FOR ENERGY 
EFFICIENCY」を発行します。ご希望の場合には、前 8.に従って弊会の支部又は事務所に

お申込みください。 
(2) ClassNK テクニカル・インフォメーション No.TEC-0863 でお知らせしていますとおり、弊会は

既に EEDI の鑑定サービスを提供しております。本鑑定サービスでは、IMO ガイドラインに

基づいて EEDI の認証を実施し、鑑定書「STATEMENT OF FACT」を発行します。この鑑

定書は前(1)とは異なり、例えば以下のようなケースで申込者の要望に応じて発行するもの

です。ご希望の場合には、弊会 EEDI 室にお申込みください。 
(i) 建造計画船に対する EEDI 予備認証（上記 5.(1)備考参照） 
(ii) EEDI の要件が適用されない現存船に対する EEDI 認証 
(iii) 内航船に対する EEDI 認証 

 
本テクニカル・インフォメーションに記載の IMO の関連ガイドラインについては、IMO のホームペー

ジ（以下、URL）より入手できます。 
http://www.imo.org/KnowledgeCentre/HowAndWhereToFindIMOInformation/IndexofIMOResolutio
ns/Pages/Marine-Environment-Protection-Committee-(MEPC).aspx 
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なお、本件に関してご不明な点は、以下の部署にお問い合わせください。 
 
一般財団法人 日本海事協会 （ClassNK） 
本部 管理センター EEDI 室 
住所: 東京都千代田区紀尾井町 4-7（郵便番号 102-8567） 
Tel.: 03-5226-2058 
Fax: 03-5226-2059 
E-mail: eedi@classnk.or.jp 

添付： 

1. 改正 ANNEX VI 第 2 規則で定義される船種一覧 
2. 船種毎のリファレンスラインの数式及び船舶のサイズに応じて適用される削減率 
3. 建造契約日（又は起工日）及び完工日と適用される Phase の関係 
4. EEDI 認証の流れ 
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改正 ANNEX VI 第 2 規則で定義される船種一覧 

規則 船種 定義 

2.25 ばら積貨物船 
SOLAS Chapter XII/ Reg.1 に定義される鉱石運搬船を含む主として

乾貨物をばら積する船舶（ただし、兼用船を除く） 

2.26 ガス運搬船 液化ガスをばら積で運送するために建造使用される貨物船 

2.27 タンカー 
MARPOL ANNEX I/Reg.1 に定義される油タンカー、MARPOL 
ANNEX II/ Reg.1 に定義されるケミカルタンカー又は有害液体物質

ばら積船 

2.28 コンテナ船 貨物倉又は甲板上で専らコンテナを運搬するために設計された船舶 

2.29 一般貨物船 
主に一般貨物を運搬するための多層甲板船又は一層甲板船 
（ただし、リファレンスラインの計算に含まれない家畜運搬船、はしけ

運搬船、重量物運搬船、ヨット運搬船、核燃料運搬船を除く） 

2.30 冷凍運搬船 貨物倉で専ら冷凍・冷蔵貨物を運搬するために設計された船舶 

2.31 兼用船 
ばら積の液体貨物及び乾貨物のいずれをも積載するよう設計された

船舶 

2.32 旅客船 12 を超える旅客を運送する船舶 

2.33 
Ro-ro 貨物船 
（自動車運搬船） 

空の車両及びトラックを運送するために設計された多層甲板のロール

オン・ロールオフ貨物船 

2.34 Ro-ro 貨物船 
ロールオン・ロールオフ貨物運搬ユニットの運送のために設計された

船舶 

2.35 Ro-ro 旅客船 ロールオン・ロールオフ区域を有する旅客船 
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リファレンスラインの数式 
船種 リファレンスライン 

ばら積貨物船 961.79 x DWT-0.477 
ガス運搬船 1120.00 x DWT-0.456 

タンカー 1218.80 x DWT-0.488 
コンテナ船 174.22 x DWT-0.201 
一般貨物船 107.48 x DWT-0.216 
冷凍運搬船 227.01 x DWT-0.244 

兼用船 1219.00 x DWT-0.488 
 
 

EEDI 規制値に関する適用日とリファレンスラインからの削減率 
EEDI 削減率(X) 

Phase 0 Phase 1 Phase 2 Phase 3 
船種 

船舶のサイズ 
（DWT） 1 Jan. 2013 –

31 Dec. 2014
1 Jan. 2015 

31 Dec. 2019
1 Jan. 2020 

31 Dec. 2024 
1 Jan. 2025 –

20,000 - 0 % 10 % 20 % 30 % 
ばら積貨物船 

10,000 - 20,000 n/a 0 - 10 % 0 - 20 % 0 - 30 % 
10,000 - 0 % 10 % 20 % 30 % 

ガス運搬船 
2,000 - 10,000 n/a 0 - 10 % 0 - 20 % 0 - 30 % 

20,000 - 0 % 10 % 20 % 30 % 
タンカー 

4,000 - 20,000 n/a 0 - 10 % 0 - 20 % 0 - 30 % 
15,000 - 0 % 10 % 20 % 30 % 

コンテナ船 
10,000 - 15,000 n/a 0 - 10 % 0 - 20 % 0 - 30 % 

15,000 - 0 % 10 % 15 % 30 % 
一般貨物船 

3,000 - 15,000 n/a 0 - 10 % 0 - 15 % 0 - 30 % 
5,000 - 0 % 10 % 15 % 30 % 

冷凍運搬船 
3,000 - 5,000 n/a 0 - 10 % 0 - 15 % 0 - 30 % 

20,000 - 0 % 10 % 20 % 30 % 
兼用船 

4,000 - 20,000 n/a 0 - 10 % 0 - 20 % 0 - 30 % 
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A) Phase 0 が適用される船舶 

(1) Phase 0 の期間に建造契約が結ばれ、2018 年 12 月 31 日までに引渡しが行われる船舶、

又は 
(2) Phase 0 の開始よりも前に建造契約が結ばれ、2015 年 7 月 1 日から 2018 年 12 月 31 日ま

でに引渡しが行われる船舶、又は 
建造契約がない場合 
(3) 2013 年 7 月 1 日から 2015 年 6 月 30 日までに起工又は同様の建造段階にあり、2018 年

12 月 31 日までに引渡しが行われる船舶、又は 
(4) 2013 年 7 月 1 日より前に起工又は同様の建造段階にあり、2015 年 7 月 1 日から 2018 年

12 月 31 日までに引渡しが行われる船舶 
 

Before 
1 Jan. 2013 

Phase 0 
1 Jan. 2013 – 
31 Dec. 2014 

Phase 1 
1 Jan. 2015 – 31 Dec. 2019 

Phase 2 
1 Jan. 2020 – 31 Dec. 2024 

Phase 3 
1 Jan. 2025 – 

    Contract                         
Case 1 

    Delivery                 

Contract                             
Case 2 

         Delivery                 

     Keel-lay                        
Case 3 

     Delivery                 

Keel-lay                            
Case 4 

         Delivery                 

 
Before 

1 July 2013 
1 July 2013 –  
30 June 2015 

1 July 2015 – 31 Dec. 2018                 

     30 months                        

 
B) Phase 1 が適用される船舶 

(1) Phase 1 の期間に建造契約が結ばれ、2023 年 12 月 31 日までに引渡しが行われる船舶、

又は 
(2) Phase 1 の開始よりも前に建造契約が結ばれ、2019 年 1 月 1 日から 2023 年 12 月 31 日ま

でに引渡しが行われる船舶、又は 
建造契約がない場合 
(3) 2015 年 7 月 1 日から 2020 年 6 月 30 日までに起工又は同様の建造段階にあり、2023 年

12 月 31 日までに引渡しが行われる船舶、又は 
(4) 2015 年 7 月 1 日より前に起工又は同様の建造段階にあり、2019 年 1 月 1 日から 2023 年

12 月 31 日までに引渡しが行われる船舶 
 

Before 
1 Jan. 2013 

Phase 0 
1 Jan. 2013 – 
31 Dec. 2014 

Phase 1 
1 Jan. 2015 – 31 Dec. 2019 

Phase 2 
1 Jan. 2020 – 31 Dec. 2024 

Phase 3 
1 Jan. 2025 – 

        Contract                
Case 1 

        Delivery        

Contract                         
Case 2 

                Delivery        

         Keel-lay               
Case 3 

         Delivery        

Keel-lay                        
Case 4 

                Delivery        

 Before 1 July 2015        1 Jan. 2019 – 31 Dec. 2023        

          1 July 2015 – 30 June 2020               

         48 months                  
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C) Phase 2 が適用される船舶 
(1) Phase 2 の期間に建造契約が結ばれ、2028 年 12 月 31 日までに引渡しが行われる船舶、

又は 
(2) Phase 2 の開始よりも前に建造契約が結ばれ、2024 年 1 月 1 日から 2028 年 12 月 31 日ま

でに引渡しが行われる船舶、又は 
建造契約がない場合 
(3) 2020 年 7 月 1 日から 2025 年 6 月 30 日までに起工又は同様の建造段階にあり、2028 年

12 月 31 日までに引渡しが行われる船舶、又は 
(4) 2020 年 7 月 1 日より前に起工又は同様の建造段階にあり、2024 年 1 月 1 日から 2028 年

12 月 31 日までに引渡しが行われる船舶 
 

Before 
1 Jan. 2013 

Phase 0 
1 Jan. 2013 – 
31 Dec. 2014 

Phase 1 
1 Jan. 2015 – 
31 Dec. 2019 

Phase 2 
1 Jan. 2020 – 31 Dec. 2024 

Phase 3 
1 Jan. 2025 - 

            Contract           
Case 1 

            Delivery   

Contract                    
Case 2 

                    Delivery   

             Keel-lay          
Case 3 

             Delivery   

Keel-lay                   
Case 4 

                    Delivery   

 Before 1 July 2020        1 Jan. 2024 – 31 Dec. 2028   

               1 July 2020 – 30 June 2025          

              48 months             

 
D) Phase 3 が適用される船舶 

(1) 2025 年 1 月 1 日以降に建造契約が結ばれる船舶、又は 
(2) 建造契約がない場合、2025 年 7 月 1 日以降に起工又は同様の建造段階にある船舶、又は 
(3) 2029 年 1 月 1 日以降に引渡しが行われる船舶 

 
Before 

1 Jan. 2013 

Phase 0 
1 Jan. 2013 – 
31 Dec. 2014 

Phase 1 
1 Jan. 2015 – 
31 Dec. 2019 

Phase 2 
1 Jan. 2020 – 31 Dec. 2024 

Phase 3 
1 Jan. 2025 - 

Case 1                      Contract 

Case 2                       Keel-lay 

Case 3                              D/L 

 Before 1 July 2025        * 

                        48 months   

* 1 Jan. 2029 and onwards

 
 

建造契約日（又は起工日）及び完工日と適用される Phase の関係の早見表 
建造契約日

完工日 
Before 

1 Jan. 2013 
1 Jan. 2013 – 
31 Dec. 2014 

1 Jan. 2015 – 
31 Dec. 2019 

1 Jan. 2020 –  
31 Dec. 2024 

1 Jan. 2025 - 

Before 1 July 2015 n/a Phase 0 Phase 1   
1 July 2015 - 31 Dec. 2018 Phase 0 Phase 0 Phase 1   
1 Jan. 2019 - 31 Dec. 2023 Phase 1 Phase 1 Phase 1 Phase 2  
1 Jan. 2024 - 31 Dec. 2028 Phase 2 Phase 2 Phase 2 Phase 2 Phase 3 

1 Jan. 2029 - Phase 3 Phase 3 Phase 3 Phase 3 Phase 3 

（建造契約がない場合） 
起工日

完工日 
Before 

1 July 2013 
1 July 2013 – 
30 June 2015 

1 July 2015 – 
30 June 2020 

1 July 2020 –  
30 June 2025 

1 July 2025 - 

Before 1 July 2015 n/a Phase 0    
1 July 2015 - 31 Dec. 2018 Phase 0 Phase 0 Phase 1   
1 Jan. 2019 - 31 Dec. 2023 Phase 1 Phase 1 Phase 1 Phase 2  
1 Jan. 2024 - 31 Dec. 2028 Phase 2 Phase 2 Phase 2 Phase 2 Phase 3 

1 Jan. 2029 - Phase 3 Phase 3 Phase 3 Phase 3 Phase 3 
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EEDI 認証の流れ 

 

造船所 弊会支部／事務所 弊会 EEDI 室 

予
備
認
証 

最
終
認
証 

契約 

基本設計 

水槽試験の実施 

起工 

進水 

完工 

・EEDI Technical File 

・追加資料 

入級申込み 受領 

書類審査 

・パワーカーブの確認 

・EEDI 計算の確認 

水槽試験方案の提出 ・確認／返却 

・試験立会の調整 （水槽試験機関管轄） 

受領（控え） 

・EEDI TF の返却 

・予備認証レポート発行
受領 受領（控え） 

海上試運転方案の承認

返却 

立会 

海上試運転方案書 

海上試運転の実施 立会 

・海上速力試験報告書 

・修正 EEDI TF 

書類審査 

・船速（Vref）の確認 

・EEDI の確認 

・EEDI TF の承認返却 

・IEE 証書発行 
受領 受領（控え） 
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